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研究要旨 

IoT、AIを活用する災害医療の将来像と、同将来像への到達にむけて克服すべき課題及びそ

の対処法を明らかにすることを目的として、①関係計画・施策・技術調査と②社会実装課題調

査を実施した。同調査結果から、最新の情報通信関連技術を社会実装するうえでの 7つの構造

的な課題が明らかになるとともに、災害医療分野において IoT、AIを活用する研究開発は既に

進行していることが明らかとなった。AIの活用の前提となるのはビッグデータの存在である。

その点、現在、災害医療分野で WHO国際標準も牽引しつつ標準化されたビッグデータをつくり

だしているのは J-SPEED であり、同蓄積データを活用していくことが災害医療分野への AI 導

入の最短経路になると考えられた。次年度以降の研究においては、新規技術の導入には構造的

な困難・課題があるなか、J-SPEED がなぜこのような迅速な社会実装を達成することができた

のかについて運用上の課題を含めて分析を深め、J-SPEEDを事例として J-SPEED以外も含めた

新規技術を早期実用するための方策を明らかにする。更には同検討等を通じて IoT、AI活用の

前提として災害医療分野で構築されるべきビッグデータの内容について、検討をすすめる。 
  

Ａ  研究目的 

本研究の目的は、IoT、AIを活用する災

害医療の将来像と、同将来像への到達にむ

けて克服すべき課題及びその対処法を明ら

かにすることである。研究成果物として、

IoT、AIを用いた災害医療の未来において

求められる機能の提言を策定する。 

 

Ｂ  研究方法 

今年度研究は以下２つの要素に分けて推

進された。  

① 関係計画・施策・技術調査 

防災・災害医療分野における IoT、

AI の活用に関する我が国の関係計

画・施策・技術について情報収集を

実施した。 

② 社会実装課題調査 

関係計画・施策・技術調査を受け

て、最新の情報通信関連技術を災害

医療分野で導入する際に直面する構

造的な課題を、IoT/AIに取り組む災

害医療情報専門家および複数の民間

IT事業者に聴取して同定した。 

 

Ｃ  研究成果 

① 関係計画・施策・技術調査 

我が国の防災・災害医療分野での IoT、

AIに関する関係計画・施策・技術動向は以

下の通りであった。 

 

 防災基本計画（令和元年 5月修正） 

第２編 各災害に共通する対策編 第１

章 災害予防(2) 情報の分析整理にお

ける記載事項 

 ○国及び地方公共団体等は ，被害情

報及び関係機関が実施する応急対

策の活動情報等を迅速かつ正確に

分析・整理・要約・検索するため，

最新の情報通信関連技術の導入に

努める ものとする 
 

 国土強靱化計画（平成 30 年 12 月 14
日閣議決定）における記載事項 

- Ｐ8：第 1 章国土強靱化の理念-４特に配



 

慮すべき事項-（５）国土強靱化のイノベ

ーション  

 人工知能（AI 技術）、IoT、クラウ

ドコンピューティング技術、SNS 
（ソーシャル・ネットワークサービ

ス）など、ICT の技術とサービスの

両面での進歩・革新を積極的に活用

する 

 あらゆる場面に ICT を活用 する

とともに、人工衛星（観測・ 測位・

通信）も活用して、リアルタイム・

即時性、双方向性、地理空間情報（Ｇ

空間情報）との連結等の機能を更に

高める 

 官学の持つ情報 に加えて、SNS な
ど民間が運営・提供する多様な情報

サービスの活用 など、官民学連携を

進めるほか、政府等の所有する情報

の オープンデータ化 を進める 

 都市部・地方に関わらず日本全国で、

デジタルデバイドがなく 平時から

使い慣れた、即時性がありスマート

で分かりやすいコミュニケーショ

ン  を実現 

 我が国の災害経験に即した最新の

技術を海外に輸出展開・貢献 する 

- Ｐ82：（別紙３）施策分野ごとの脆弱性評

価結果 ２．横断的分野 Ｅ）研究開発 

 地方公共団体、関係府省庁の連携等

により、害時の活動経路の耐災害性

を向上させるとともに、装備資機材

の充実、官民の自動車プローブ情報

の活用等による交通状況の迅速な

把握、警察庁に集約する交通情報の

増大に向けた広域交通管制システ

ムの改修、衛星・人工知能（AI）技

術・ビッグデータ・IoT・ICT を活

用した情報収集・共有、情報提供

など、必要な体制整備を進め、迅速

かつ的確な交通対策や 道路・航路啓

開 といった活動が円滑に行われる

よう支援する必要がある。 
- Ｐ64：（別紙２）プログラムごとの脆弱性評

価結果 ６）情報通信 4-3）災害時に活用

する情報サービスが機能停止し、情報の

収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態/Ｐ85：（別紙３）施策

分野ごとの脆弱性評価結果 ６）情報通

信（技術開発等）/Ｐ105：（別紙４） 各プロ

グラムの推進方針３．必要不可欠な行政

機能は確保する 4-3）災害時に活用する

情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支

援が遅れる事態 

 IT・SNS 等も活用して 情報収集手

段の多様化・確実化 を進める。 
 情報収集・分析・伝達に関する要素

技術 やシステム等の研究開発を進

めていく 
 

 関係施策・技術動向 

「統合イノベーション戦略」（平成 30

年 6 月閣議決定）に基づき推進される

研究開発として SIP、PRISM、ImPACT、

総務省「IoT/BD/AI 情報通信プラット

フォーム」社会実装推進事業、産官学

の連携のためにたち上げられた AI 防

災協議会等の関係動向が存在していた。 

これらのうち災害医療活動と直結す

る取り組みとして、総務省「IoT/BD/AI

情報通信プラットフォーム」社会実装

推進事業では、2018年以降の災害医療

救護班活動で実用されている災害時診

療概況報告システム J-SPEED（電子シ

ステム名称：J-SPEED+）によって収集

された各医療救護班のクロノロジー情

報が、Emergridと呼ばれる高度自然言

語処理 AIに接続解析され、一般市民が

つぶやいた SNS 情報とともに瞬時に分

類・可視化される技術が開発されてい

た。 

 

② 社会実装課題調査 

最新の情報通信関連技術の防災・災害医

療分野への導入にあたっては、以下に示す

構造的な課題が同定された。 



 

(ア) 組織の壁を越えたオールジャパン

ユースの実現 

災害時には全ての医療チームが派

遣元組織に係わらず標準ツールを用

い協同することで被災者支援能力が

最大化される。同様に、AIの活用に

はビッグデータが必要であり、すなわ

ち全都道府県・全支援者が利用するオ

ールジャパンユースにより、標準化さ

れたビッグデータを蓄積していくこ

とが AIの有効性担保のための必要条

件である。一方でその実現は以降に示

す課題もあり容易ではない。なお、こ

の課題への対処としては、関係団体の

代表者が結集して合議し標準手法を

決定する“合同委員会方式”が実績を

あげており、その有効性が確認されて

いる。 

(イ) 誰がコストを負担するのか 

災害時の支援活動は越境して展開

されることを前提とする必要があり、

また派遣元組織に係わらず全支援者

が共通のシステム運用に参画する必

要がある。この構造において、国、都

道府県、災害医療チーム等支援者のう

ち誰がシステムの整備主体となりコ

ストを負担するのかは常に議論の的

である。一方で、都道府県境を超えて

参集する災害医療チームが、派遣元組

織の別を超えて利用して導入効果を

発揮するためには、国が主体となって

オールジャパン全都道府県・全支援者

が利用できる環境を構築することが

合理的かつ必要と考えらえる。 

(ウ) どの部局が管理するのか 

被災傷病者の医療救護は医療機関

や救護所、また昨今は避難所等でも展

開される。また DMATを含めた医療救

護班は感染症制御等の保健活動も実

施している。現実的にこのように領域

横断的な活動を医療救護班が展開し

ているなかで、どの関係部局の事業と

することが適当かの整理は必ずしも

容易ではない。この課題への対処とし

ては、当該技術の本質（例：医療情報

管理なのか保健情報管理なのか）、主

なユーザー、また、災害時のみならず

訓練企画を含めた平時の主たる利用

者を軸として整理する考え方が有効

である。 

(エ) 教育訓練の効率化 

我が国の災害医療従事者は平時に

は救急医療に従事している医療従事

者が多く、地域医療に従事する傍らで

限られた時間を災害医療活動に費や

している者が多い。このような状況か

ら、災害時に利用するシステムには、

ごく限られた時間で教育訓練が提供

可能である必要がある。この課題への

対処としては、標準教育資料を作成し

て広く頒布すること等が有効である。 

(オ) 平時利用 

平時に利用しているものは災害時

にも利用しやすい。しかし汎用性のあ

るツールは少ない。更に、行政事業化

するためには目的を絞ったほうが企

画しやすいという側面がある。この課

題への対処としては、応用範囲の広い

技術であったとしても、適応範囲によ

って明確に契約等を切り分けられる

事業モデルを整備しておくことが有

用である。 

(カ) 時代に合わせた柔軟なツール変更 

技術は日進月歩であり、ツールやサ

ービス提供事業者の入れ替えはあっ

てしかるべきである。一方、一度、採

用したシステムからの乗り換えや脱

却は容易ではない。 

(キ) 国際動向への対応 

特に AIはビッグデータの集積が必

要であることから、国際標準に対応し

ない技術の将来性は乏しい。国際標準

に対応した技術を採用することが重

要である。 

 

 



 

Ｄ  考察 

２つの要素にわけて推進された研究の結

果、次年度研究に向けて以下の知見・視点

が得らえた。 

関係計画・施策・技術調査の結果では、

防災基本計画において国及び地方公共団体

等は最新の情報通信関連技術の導入に努め

るという努力義務が記されており、国土強

靱化計画においては IoT/AI 等最新技術が、

官学の持つ情報に加えて民間が運営・提供

する多様な情報サービスを活用しつつ日本

全国で利用する、更には我が国の災害経験

に即した最新の技術を海外に輸出展開・貢

献する方向性までが計画として示されてい

た。 

上記計画に合致する技術として、WHO 国

際標準化もされた災害時診療概況報告シス

テム J-SPEED が存在している。J-SPEED は

我が国の標準診療日報として災害時の診療

録のあり方に関する合同委員会（日本医師

会・日本災害医学会・日本救急医学会・日

本診療情報管理学会・日本病院会・日本精

神科病院協会・国際協力機構が参加）が東

日本大震災の教訓を契機として開発し提唱

した手法で、その電子システムは合同委員

会からの指導と推奨を受けて民間事業者が

開発し、DMAT、DPAT等関係全団体が実用し

ている。 

J-SPEEDは今年度の災害では、台風 15号、

台風 19 号で実用され、同じ台風災害であっ

ても傷病特性が違うことを明らかにした。

具体的には台風 15 号は外傷が最多であっ

たが、台風 19号では高血圧状態や治療の中

断が最多で、これは 15 号の教訓から 19 号

の際には避難情報が繰り返しマスメディア

等を通じて発信され、外傷を予防すること

でき、一方で堤防の決壊により日常診療へ

のアクセスが課題となった状況を反映した

ものと推察される。（図１・図２） 

さらにモザンビークを襲ったサイクロン

災害 Idai（2019年）では、J-SPEEDをベー

スにして開発され WHO 国際標準化された

Emeregency Medical Team Minimum Data Set 

(MDS)が国際緊急援助隊専門家チームとし

て現地派遣された DMAT 隊員の支援により

国際初稼働している。（図３・図４）モザン

ビークでカウントされたデータと日本でカ

ウントされた J-SPEED データはいずれも

WHO 国際標準に準拠していることから比較

可能であり、今後、国際比較協同研究を実

施する計画が進捗されている。更に

J-SPEEDスマートフォンアプリ（J-SPEED+）

に よ っ て 収 集 さ れ る 情 報 は 総 務 省

「IoT/BD/AI 情報通信プラットフォーム」

社会実装推進事業による開発を受けて、高

度自然言語処理 AI に接続してれ活用する

ことが可能となりつつある。 

このような状況から、次年度以降の研究

においては、災害医療分野の現有資産とし

て J-SPEED を主軸として、IoT、AI を用い

た災害医療の未来において求められる機能

を検討していくことが適当と考えらえた。

具体的には新規技術の導入には、本研究で

整理されたような困難・課題があるなか、

J-SPEED がなぜこのような迅速な社会実装

を達成することができたのかを分析して

J-SPEED 以外を含めた新規技術の早期導入

を図るとともに、J-SPEED が抱える運用課

題を分析して教訓とするとともにその解決

策を検討する。更には、同検討等を通じて

IoT、AI 活用の前提として災害医療分野で構

築されるべきビッグデータの内容について、

検討をすすめる。 

 

Ｅ  結論 

災害医療分野での IoT、AIの活用に係る

研究開発は既に存在していた。今後、それ

らの動向を中心に更に情報収集を行ってい

く。AIの活用の前提となるのはビッグデー

タの存在である。その点、現在、災害医療

分野で WHO国際標準も牽引しつつ既にビッ

グデータをつくりだしているのは J-SPEED

であり、同蓄積データを活用していくこと

が災害医療分野への AI導入の最短経路に

なると思われた。次年度以降の研究におい

ては、災害医療分野の現有資産として



 

J-SPEEDを主軸として、IoT、AIを用いた災

害医療の未来において求められる機能を検

討していくこと。具体的には新規技術の導

入には結果に示したような困難・課題があ

るなか、J-SPEEDがなぜこのような迅速な

社会実装を達成することができたのかを分

析して J-SPEED以外を含めた新規技術の早

期導入を図るとともに、J-SPEEDが抱える

運用課題を分析して教訓とするとともにそ

の解決策を検討する。更には、同検討等を通

じて IoT、AI活用の前提として災害医療分野

で構築されるべきビッグデータの内容につい

て、検討をすすめる。 
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図１ 令和元年台風15号J-SPEED診療概況データ（千葉県） 

図２ 令和元年台風19号J-SPEED診療概況データ（6県） 
 
 
 



 

 

図３ モザンビークでのＷＨＯ国際標準MDS初稼働 
 

図４ モザンビーク政府が災害対応期間中にリアルタイムで発表した集計結果 
 


